
























A Report on Scientific Apparatuses and Ledger in the former 4th High School
: Focusing on the Collection of Kanazawa University Museum and

































































































































分類 現存 台帳① 現存率（％）
重学 200 343 58
音響学 58 92 63
光学 168 244 69
熱学 98 193 51
静電学 62 80 78
磁気学 22 29 76
流電学 253 451 56














分類 A期 B期 C期 D期 E期 F期 G期 合計
重学 2 40 36 38 35 29 20 200
音響学 0 15 19 11 10 3 0 58
光学 0 22 53 36 21 29 7 168
熱学 0 12 30 26 16 7 7 98
静電学 1 20 7 24 10 0 0 62
磁気学 0 5 6 7 3 0 1 22
流電学 1 21 70 53 48 47 13 253

































































分類 ドイツ イギリス アメリカ フランス 日本 不明 合計
重学 19 3 6 1 68 1 98
音響学 17 0 0 0 13 0 30
光学 37 12 1 0 21 3 74
熱学 17 2 2 1 20 1 43
静電学 4 0 2 0 11 0 17
磁気学 7 0 0 0 2 0 9
流電学 45 1 15 1 68 5 135






















A期 B期 C期 D期 E期 F期 G期 合計
ドイツ 0 14 65 34 7 24 2 146
イギリス 0 0 2 3 8 5 0 18
アメリカ 4 3 1 1 10 7 0 26
フランス 0 1 1 0 0 1 0 3
日本 0 14 16 40 55 47 31 203
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　図3　製造国別の現存機器数の時間的変遷
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旧制第四高等学校物理実験機器及び台帳の現存状況　―金沢大学資料館・石川県立自然史資料館所蔵の機器から―
個別の製造業者を見ると、国内・海外を含めて島津製作所製の機器が100種以上と群を抜いてい
る。1875（明治8）年創業の島津製作所は、理科学器械製造の草分け的な存在として有名である。
海外の製造業者では、ドイツのMax KohlやFerdinand Ernecke製の機器が40種以上となっている。
前者はケムニッツで1876年に設立された理化学器械メーカーで、後者はベルリンの精密機器・光
学機器メーカーである。また、分類別に見ると、光学ではAdam Hilger（イギリス）、Carl Zeiss（ド
イツ）などの社名が、流電学ではLeeds＆Northrup Co.（アメリカ）、Hartmann&Braun （ドイツ）
などの製品が多く見られる 26。
ところで、こうした機器を納入する業者については、海外製品は島津製作所が輸入、納入してい
ることが多いが、国内製品の場合は、前述したように、金沢市上松原町の宮川器械標本店（宮川成
一）や、同じく金沢の金内信三器械店の名が多く見られる。このように、当時、金沢市内にも教育
機器を専門に取り扱う業者が誕生していたことがわかる。
なお、購入以外にも移管という形で機器の受け入れが行われていた。1937（昭和12）年4月には、
同じ四高の工学教室から計算尺をまとめて受け入れている。他にも、前述したように、第十臨時教
員養成所や立川陸軍航空支廠からも機器が移管されていたことがわかる。
おわりに
以上、今回の調査では、現存する四高物理実験機器に関する基本的なデータを整理し、管理台帳
の概要と全体的な傾向について報告した。今後は、様々な視点からの分析と、他事例との比較検討
が求められるであろう。
なお、ここで取り上げた861種の機器は、金沢大学資料館所蔵のものは金沢大学Virtual Museum
ホームページで、石川県立自然史資料館所蔵の機器は、学術資源リポジトリ協議会のホームページ
で公開されている。URLは下記の通りである。ぜひご参照の上、ご意見を賜わりたい。
金沢大学Virtual Museum
http://kuvm.kanazawa-u.ac.jp/
学術資源リポジトリ協議会
http://srv1.amane-project.jp/hibunken/htdocs/
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注1  移管の経緯については、金沢大学資料館編『平成25年度金沢大学資料館特別展　二十年目の邂逅－泣
き別れになった四高物理実験機器－』（金沢大学資料館2013）に詳細がまとめられている。この他、竹
村松男「保存された四高物理機器　付．学制確立初期の物理教育事情」（『金沢大学資料館紀要』第4号
2006）、板垣英治『金沢大学資料館資料目録1　金沢大学資料館収蔵　第四高等学校物理機器図録』（金
沢大学資料館編・発行2004）、永平幸雄・石丸治平・今江新成『四高由来の物理実験機器カタログ－石
川県教育委員会所蔵－』（2005）等を参照。
2  機器の点数について、2007年移管分は台帳①「物理機械図入目録」に記載の備品番号を1点として数え
た。その他の点数は注1の先行研究に従った。なお、機器の数え方については各研究者により異同があり、
必ずしも点数は一致しない。
3  注1竹村前掲論文2・3頁表参照。
4  現存機器の数は、注1竹村氏の先行研究に従い、「物理機械図入目録」の1品名を1種類として捉え、1備
品番号＝1種として数えた。なお、この他に現存する機器として、「物理機械図入目録」には記載されて
いないため総数861種の中には含めていないが、天文学の機器3種（天球儀、地球儀、回照儀・し景儀）、
雑分類の備品等5種の現存を確認した。
5  いずれも金沢大学資料館蔵。注1竹村前掲論文には、台帳①～③の表紙写真が掲載されている。また、
それぞれの詳細については、竹村前掲論文と板垣英治『金沢大学資料館資料目録3　石川県専門学校物理
機器図録－明治10年代の物理学教育と文部省交付物理機器－』（金沢大学資料館編・発行2005）を参照。
6  後述する台帳④から、台帳①に記載の機器の内、最後に受け入れたのは真空ポンプ（重345）で受領年
月日は1949（昭和24）年3月31日であることがわかる。ただし、台帳④で確認できる、前年（1948（昭
和23）年）に受け入れたスライダック（流453、流454）、ミリボルトメーター（流455）は、台帳①に
記載されていない。
7  注1竹村前掲論文参照。
8  文部省からの交付機器について、注5板垣前掲論文では57種と推測されていたが、2013（平成25）年5
月の第60回日本科学史学会において、永平幸雄氏により文部省交付機器はRitchie社（アメリカ、ボス
トン）からの輸入品であること、現段階では、現存する四高由来の実験機器の内、鉛粘着板（重12）、ガ
ス短銃（静14）、誘導コイル（流10）、衝突球（重32）の4種であることが明らかにされた（注1前掲金
沢大学資料館図録（2013）3～5頁参照）。
9  注1竹村前掲論文20・21頁参照。
10  注1竹村前掲論文20・21頁参照。
11  いずれも金沢大学資料館蔵。
12  例えば、キャリパー（重179）の備考欄には「50年（1950年）三月三十一日教育学部へ」とある。
13  注1竹村前掲論文19頁参照。
14  本台帳には、森（仙次）、吉村（睦勝）、竹村（松男）など、当時の物理教室教授陣の名前が散見される。
15  なお、この数には後述する天文学の9種を含んでいない。台帳①・⑤と同じく7分類のみの種類数である。
16  この立川陸軍航空支廠からの無償移管という事実については、台帳④でも確認できる。
17  注1竹村前掲論文20・21頁参照。
18  なお、台帳①および③の資料館への移管経緯については不明である。
19  金沢大学資料館と自然史資料館に「泣き別れ」となった機器については、注1前掲金沢大学資料館展示
図録（2013）14頁参照。なお、同図録では本体と附属品が泣き別れとなった10種の機器が挙げられてい
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旧制第四高等学校物理実験機器及び台帳の現存状況　―金沢大学資料館・石川県立自然史資料館所蔵の機器から―
るが、他に、同種・同備品番号で本体が泣き別れとなった機器として、三稜柱硝子（光10）、クルックス
氏管（流92）、壁掛ダルソンヴァバール氏電流計（流341）、すべり抵抗器（流363）の4点を確認できる。
20  台帳⑥では、寒暖計などの温度計が多く受け入れられ、破損し、廃棄されている記述が見られる。また、
台帳④の1939（昭和14）年度の機器の受け入れ欄を見ると、摂氏寒暖計（熱190）20本、寒暖計（熱
191）10個と一度に複数購入されており、こうした機器は、寿命サイクルが他の機器より短かったと推
測できる。
21  先行研究では、機器が四高に受け入れられた年代を「購入年」としているが、機器の中には購入された
ものだけでなく、他機関から交付・移管されたものも含まれている。また、台帳④・⑥では「受領年」
とされていることから、本稿では「購入年」ではなく「受入年」と表現する。
22  注1・5板垣前掲書参照。
23  受入年については、注1・5板垣前掲書、注1永平前掲書を参照。
24  時期区分については、教育制度や課程、当時の四高や社会の状況と関連付けて再検討する必要がある。
25  注7板垣前掲書、注8参照。
26  各製造業者の解説は、注1前掲金沢大学資料館展示図録（2013）6～12頁、および永平幸雄・川合葉子『近
代日本と物理実験機器 ‐ 京都大学所蔵　明治・大正期物理実験機器』（京都大学学術出版会2001）313
～321頁参照。
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